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Ⅰ　普通会計財務諸表について

　1　作成の意義

地域主権の進展に伴い､地域の実情に応じた責任ある行財政運営が強く求められるようになりました。

このような行財政運営を進めていくためには、内部管理の強化とともに、外部へのわかりやすい財務

　 情報の開示がますます重要となっています。

今回作成した財務諸表によって、県民の皆さまに県の財務状況をわかりやすい形で公表する事で、

　 行財政運営の透明性を高め、説明責任をより適切に果たすことができるものと考えています。

沖縄県では、財務書類から得られる情報を、資産・債務、コスト管理など行財政運営のマネジメントに

　 活用することで、財政の健全化、効率化、適正化に役立てていくこととしています。

  2　作成基準

平成13年に公表された「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」に示された

　　作成方法（以下、旧総務省方式という）を改訂した「総務省方式改訂モデル」（以下、総務省改訂モデル

　　という）による。

（1）作成に用いる基礎数値

　昭和47年度以降の「地方財政状況調査表」（以下、決算統計という）

　※総務省改訂モデルでは昭和44年度以降の決算統計の数値を用いることとされていますが、

　 　沖縄県では本土に復帰した昭和47年度以降の決算統計を用いています。

（2）対象会計範囲

　普通会計（一般会計と公営事業会計以外の特別会計を純計したもの）

（3）作成基準日

　平成22年3月31日現在

　ただし、出納整理期間（平成22年4月1日～5月31日）における予算執行を含む。

（4）計上の区分など

決算統計上の区分 行政コスト計算書貸借対照表

総　　務
総 務 費

民 生 費 福　　祉 福　　祉

議 会 費
総　　務

衛 生 費 環境衛生 環境衛生

労 働 費

産業振興 産業振興農林水産業費

商 工 費

土 木 費 生活インフラ・国土保全 生活インフラ・国土保全

警 察 費 警　　察 警　　察

教 育 費 教　　育 教　　育

諸支出金等 その他行政コスト



  3 財務諸表の概要

財務諸表は、沖縄県の財務状況を「発生主義」に基づいて整理・表示した書類です。

通常県では、現金の収入と支出を基礎とする「現金主義」で会計処理を行っています。

「現金主義」は、公金の増減（収入と支出）を管理する上で優れた処理方法で､官公庁などにおいて

　 広く採用されていますが、現金の増減を伴わないコストの発生などを記録することはできません。

一方、「発生主義」は企業会計の基礎となる考え方で、現金を含む幅広い経済的価値の増減を対象

　 として会計処理を行います。

そのため、現金の増減を伴わない経済的価値の増減（減価償却、資産評価等）や、コストの発生（将

　 来支給する退職手当等）なども会計処理の対象となります。

「発生主義」に基づく財務諸表には､県の財務状況を的確に把握し､持続的で効率的な財政運営を実

　 現するために役立つ情報が多く含まれることから、その積極的な活用が期待されています。

｜

〓

｜

〓
±

〓

「発生主義」のイメージ（退職手当の例）

退職時の

退職手当
総　額

1年目 2年目 ・・・・・・・ Ｎ年目 ・・・・・・・・・・・・

採用 職員の勤務期間 退職

①　貸借対照表 ②　行政コスト計算書

沖縄県が保有する資産
と 負 債 の 状 況 を 表 示

資産形成を伴わない経常的な
行政活動に要したコストを表示

資　産 負　債
経常行政コスト

・・・・・・ 経常収益

・・・・・・

④　資金収支計算書 ③　純資産変動計算書

行政活動に伴う現金などの資金
の流れを、活動の区分別に表示

貸借対照表 に計 上された
純資産の変動状況を表示

収入 期首純資産残高

｜

支出〓

歳計現金増減額 一般財源、補助金受入等

＋

期首歳計現金残高 科目振替等

〓

歳計現金
純資産 純経常行政コスト

純経常行政コスト

期末純資産残高期末歳計現金残高

N年目に発生した
退職手当のコスト



 Ⅱ　貸借対照表

  1　貸借対照表の解説

貸借対照表とは、沖縄県が県民に行政サービスを提供するために保有している資産の状況と、

　　これらの資産の形成に要した財源の状況を対照表示した一覧表です。

保有する資産は表の左側（借方）に、財源は表の右側（貸方）に負債と純資産の形で表されます。

資産と負債・純資産の合計は必ず一致することから、バランスシートとも呼ばれます。

 公共資産  固定負債

 投資等  流動負債

 流動資産

 固定負債

 流動負債

 公共資産

 投資等

 流動資産

借　 方 貸　 方

※四捨五入の関係で、合計と内訳が一致しない場合があります。（以下の表についても同様）

3兆3,804億円

3兆1,620億円

1,806億円

純 資 産 181万円

純　資　産

2兆5,407億円
2兆381億円

8,711億円

-3,701億円

378億円

負  　債

8,397億円
7,504億円

893億円

資  　産

225万円

　資　 産

負　 債

145万円

資　産

負　債

純資産

 資産評価差額

53万円

60万円

6万円

16億円

0万円

3万円

240万円

公共資産整備一般財源等 62万円

 その他一般財源等 -26万円

公共資産整備国補助金等

公共資産整備一般財源等

公共資産整備国補助金等

13万円

 資産評価差額

 その他一般財源等

行政サービスの提供に
用いるインフラ資産、施
設など

資金の流入をもたらす
売却予定土地、貸付
金、未収税金など

将来世代の負担となる
地方債、将来支給する
退職手当など

過去または現役の世代
が負担した税金、国庫
補助金など

沖縄県の貸借対照表

県民一人あたりでは

県民一人あたりでは

県民一人あたりでは

※県民一人あたりの数値は
住民基本台帳人口 1,406,176人

（平成22年3月31日現在）
に基づき算定しています



○資産の部

　① 公共資産

　(1) 有形固定資産

有形固定資産には、行政サービスを提供するため長期にわたり使用・利用する目的で保有す

　　る不動産や動産などの資産を計上しています。

計上の方法は、沖縄が本土に復帰した昭和47年以降に、沖縄県の公共資産を形成するため

　 に支出した普通建設事業費の累計額を基礎とし、土地以外の資産については残存価値をゼロと

　 する定額法により減価償却を行っています。（耐用年数は行政コスト計算書「減価償却費」参照）

なお、事業費支弁人件費及び他団体への補助金・負担金等として支出した普通建設事業費は

　 累計から除きますが、補助金・負担金等の額は補足情報として欄外注記に表示しています。

また、売却又は取り壊した資産（以下、除売却資産という）、寄附などによって県が無償で取得

　　した資産（以下、無償受贈資産という）、本土復帰に伴い沖縄県が旧琉球政府から承継した資産

　  についても、加算・控除を行っています。

有形固定資産のうち最も多いのが生活インフラ・国土保全に関する資産で、次いで産業振興、

　　教育の割合が高くなっています。

 生活インフラ･国土保全

 教育

 福祉

 環境衛生

 産業振興

 警察

 総務

　(2) 売却可能資産

県が保有する未利用の土地・建物等のうち、既に売却することが決定しているか、又は近い将来

　　の売却を予定する資産について、不動産鑑定などにより評価した売却可能価額を計上しています。

　② 投資等

　(1) 投資及び出資金

債券・株式の取得や、公社等外郭団体への出資などに充てられた投資などを計上しています。

市場価格のある有価証券は時価評価に基づき計上し、また、公社等外郭団体に対する出資金

　　（出捐金）は当該団体の純資産額をもとに実質価額を求めます。出資額（出捐額）に対し実質価額

　　が30％以上下落した連結対象団体については、投資損失引当金を計上しています。

投資（出資）目的別では、福祉・医療関係の占める割合が最も高くなっています。

 福祉・医療関係 保健医療福祉事業団、老人クラブ連合会など

 商工関係 信用保証協会、国際交流・人材育成財団など

 土木関係 沖縄都市モノレール、住宅供給公社など

 その他 都道府県会館、日本トランスオーシャン航空など

旭橋都市再開発（株）出資金にかかる引当

単位：百万円

30,331

30,326

△ 5

9,454
5,508
5,294

投資損失引当金 ―

投資及び出資金計

299,653

100%

―

3,161,431

31.2%
18.2%

10,076

投資(出資)目的

13,713

合　　　計

33.2%

投資(出資)額 主 な 投 資 （出 資） 団 体構成比

小　計

8,732

72,954
53,646

515,871

2.3%

16.3%

有形固定資産

9.5%

0.3%

構成比金額

2,196,863

17.5%

69.5%

0.4%

1.7%

100%

単位：百万円  警察

1.7%
 総務

2.3% 産業振興

16.3% 福祉

0.4%

 環境衛生

0.3%
 教育

9.5%

 生活インフラ･国土保全

69.5%

有形固定資産計
約3兆1,614億円



　(2) 貸付金

　 県が行う貸付事業等により、中小企業や農業従事者等に貸し付けた貸付債権のうち、償還期限

　　が到来していない債権の額を計上しています。

貸付目的別では、商工関係の占める割合が最も多くなっています。

 商工関係 小規模企業者等設備導入資金、中小企業高度化資金

 土木関係 都市モノレール建設事業資金、バス事業活性化資金

 福祉・医療関係 県立病院貸付金、母子・寡婦福祉資金

 その他 地域総合整備資金など

　(3) 基金等

特定目的のために資金を積み立て､又は定額資金を運用する基金の額を計上します。

　 ただし、流動資産に計上する財政調整基金と減債基金は、基金等の額から除きます。

単位：百万円

 産業振興基金

 県有施設整備基金

 市町村振興資金貸付基金

 土地開発基金

 職員退職手当基金

 その他の基金

　(4) 長期延滞債権

長期延滞債権は、滞納が長期にわたる可能性がある不良債権として位置づけられ、回収期限か

ら1年以上が経過した債権の額を計上しています。

債権の種類別では諸収入の割合が最も高くなっています。

　(5) 回収不能見込額

貸付金及び長期延滞債権のうち、回収が見込めない額をマイナスの値として計上しています。

原則として個々の債権ごとに回収不能見込額を算定しますが、回収可能性の判断が難しい債権

　 については、過去5年間の不納欠損率などを用いて算定しています。

債権の種類別では県税の割合が最も高くなっています。

 県税 県民税、自動車税、事業税など

 貸付金 小規模企業者設備導入資金など

 諸収入 違約金・損害賠償金など

 その他 使用料・手数料など

合　　　計

0.7%
100%

6.1%
100%

1,000

70.3%
28.6%
0.4%

16.5%
31.3%
46.1%

長期延滞債権 回収不能見込額

構成比 構成比

合　　　計

12.7%

17,959
11,801

構成比

7,733

7,590

16,471

11,000

△ 1,359
△ 553

△ 7
△ 13

△ 1,931

合　　　計

交通方法変更記念特別事業貸付基金など

退職手当の支給のための資金5,307
59,256

単位：百万円

主な内訳債権の種類

2,719
5,162

市町村が行う公共施設整備資金

残　高基　金　の　名　称

10,477

50.2%

35,763

100,017

4,530
1,473

単位：百万円

主　な　貸　付　金　名貸付残高

公用（公共用）用地の取得資金6,244

33.0%

目　的

産業振興のための資金

県の庁舎や県有施設の整備資金

4.1%
100%

貸付目的



　③ 流動資産

　(1) 現金預金

出納整理期間終了後の現金残高を表わす歳計現金には、歳入歳出決算の差引額を計上します。

　 また、年度間における財源不均衡の調整を目的とする「財政調整基金」と、県債の計画的な償還

　　を目的とする「減債基金」についても、流動性が高い資産として現金預金の項目に計上しています。

　(2) 未収金

県が保有する債権のうち、回収期限から1年未満の債権の額を計上しています。

債権のうち未収金となるものは、県税、貸付金元利収入、使用料及び手数料など、債権の額が

　　確定しているにも関わらず未収となっているものです。

債権の種類別では県税の割合が最も高くなっています。

　(3) 回収不能見込額

未収金のうち、回収を見込めない額をマイナスの値として計上しています。

計上の考え方は、長期延滞債権にかかる回収不能見込額に準じています。

債権の種類別では県税の割合が最も高くなっています。

 県税 県民税、自動車税、事業税など

 貸付金 小規模企業者設備導入資金など

 その他 使用料・手数料など

  ○ 県税に係る収入未済額（未収金と長期延滞債権の合計）の状況

平成19年度には税源移譲による個人県民税の課税額増に伴い収入未済額が増加しましたが、

　　以後は概ね横ばいで推移しています。

 県民税

 自動車税

 不動産取得税

 事業税

 その他

債権の種類

単位：百万円

現金預金計

35,625

未収金 回収不能見込額

単位：百万円

主な内訳
構成比 構成比

1,514

歳計現金 財政調整基金 減債基金

△ 1 76.7%

450 21.1% 0 0.0%
70.9%

172 8.0% △ 0 23.3%

9,699

△ 1 100%

5,261 20,665

合　　　計 2,136 100%

29億円

7億円

合　　計 42億円

4億円

2億円

0億円

県税の収入未済の内訳

税　　目 収入未済
県税未収金の推移

43 42

38

43
44

42

34
36
38
40
42
44
46

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

億円



○負債の部

　① 固定負債

　(1) 地方債

県が発行した県債や証書借り入れ等による金銭債務のうち、支払期限が翌々年度以降に到来

　 する債務を計上しています。

道路や学校などの社会資本を整備する際には、一時的に多額の費用を必要としますが、県債は

　 これらの費用を賄うために借り入れ、長期にわたり返済する借金のことを指します。

県債の発行によって、社会資本の整備に要する費用を、整備時点の世代と、将来その施設を利

　 用する世代が応分に負担することになり、世代間の公平が保たれています。

  ○ 地方債残高と発行額の推移

固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定額」の合計が地方債の残高となります。

沖縄県では、将来の財政負担の軽減と財政の健全化を図る観点から、県債の発行抑制に努め

　 ているところですが、平成13年度から導入された臨時財政対策債発行額の増加に伴い、県債残高

　 は増加傾向にあります。

なお、臨時財政対策債は一般財源の不足を補うため特例的に発行される県債で、元利償還金

　 相当額の全額が後年度に地方交付税で措置されることになっています。

5,254 5,109 4,985 4,757 4,469

2,1341,265 1,452 1,597 1,764

0

1,000

2,000

3,000
4,000

5,000

6,000

7,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

臨財債

その他

6 519
6,561 6,582 6,521 6,635

億円
6,519

304 346 358 257 236

457
226

186227 205

0

200

400

600

800

1,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

臨財債

その他

531 551 544
483

693

億円
県債発行額の推移

県債残高の推移



　(2) 長期未払金

県の支払額が既に確定した債務のうち、翌々年度以降に支払うものを計上しています。

主なものとしては、国営土地改良事業に係る負担金などがあります。

　(3) 退職手当引当金

年度末時点で県職員(普通会計対象職員、約2万人）の全員が「普通退職」すると仮定した場合

　 の退職金支給見込額から､翌年度支払い予定の退職手当を除いた額を計上しています。

退職手当には労働の対価として支給する賃金の後払い的な性格があり、県の支払義務は職員

　 から労働の提供を受けた時点で既に発生しているとの考え方によるものです。

　(4) 損失補償等引当金

第三セクターなどに対して行う損失補償等に関し、県の負担が発生する可能性が高いものにつ

　 いて、県の負担見込み額を計上しています。

ただし、既に県の支払額が確定した補償債務については、別項目に計上するため除きます。

主なものとしては、沖縄県信用保証協会が行う公的信用保証にかかる負担見込などがあります。

　② 流動負債

　(1) 翌年度償還予定地方債

県が発行した県債や証書借り入れなどによる金銭債務のうち、支払期限が翌年度に到来する

　 債務を計上しています。翌年度に借り換えを予定する債務についても、償還予定として計上します。

　(2) 未払金

県の支払額が既に確定した債務のうち、翌年度に支払うものを計上しています。

主なものとしては、翌年度支出予定の国営土地改良事業に係る負担金などがあります。

　(3) 翌年度支払予定退職手当

翌年度に退職する職員に支給する退職手当の額を計上しています。

　(4) 賞与引当金

翌年度に支給する賞与（期末・勤勉手当）のうち、当年度分に相当する額を計上します。

これは、翌年度の6月に支給する賞与の対象期間には、今年度の4月が含まれることから、すで

　 に相当分の負担が発生しているとの考え方によるものです。

採用Ｎ年目に計上する退職手当引当金のイメージ

Ｎ年目 ・・・・・・・・・・・・

採用 職員の勤務期間 退職

翌年度

12/2 6月に支給する賞与の対象期間 6/1

当年度

4月12月 1月 5月 6月

退職時の

退職手当
総　額

1年目 2年目 ・・・・・・・

2月 3月

支給日
6/30



○純資産の部

純資産は、資産から負債を差し引いた正味の資産のことで、資産の形成に要した費用のうち、

　 これまでの世代が負担した額として捉えることができます。

なお、純資産変動計算書は、当年度中における純資産の変動を要因別に表した財務書類です。

　① 公共資産等整備国補助金等

資産に計上されている公共資産及び投資等を形成するための財源となった国庫支出金の総額

　　を計上しています。

計上の方法は、沖縄が本土に復帰した昭和47年以降の普通建設事業費と、貸付金など投資等

　　の財源となった国庫支出金の累計額に基づいています。

ただし、事業費支弁人件費及び他団体への補助金・負担金等として支出した普通建設事業費の

　 財源となった国庫支出金は累計から控除しています。

また、土地以外の公共資産については減価償却を行いますが、償却に伴い資産形成の財源とな

　　った国庫支出金も減少するものとして、償却分を減額しています。

さらに、除売却資産及び回収した投資等に係る国庫支出金についても控除しています。

　② 公共資産等整備一般財源等

資産に計上されている公共資産及び投資等を形成するための財源となった一般財源等の総額

　　を計上しています。

計上の考え方は、公共資産等整備国補助金等に準じています。

　③ その他一般財源等

純資産から他の全ての項目を除いた額を計上しています。

本項目はマイナスとなっていますが、これは資産の形成を伴わない負債の存在を示しています。

主な理由としては、臨時財政対策債のように必ずしも資産形成の財源とならない地方債を発行

　　していることや、すでに発生している退職手当引当金等の負債に対応する資産の形成（基金積み

　　立て等）が充分でないことなどが挙げられます。

　④ 資産評価差額

資産の計上額と取得価額の差額を計上します。

主なものとしては、土地建物などの売却可能資産や、投資等の有価証券などを時価で評価した

　　ことにより生じた評価差額を計上しています。

また、寄附などによって県が無償で取得した資産については、その評価額を加算しています。



資産は、投資等及び有形固定資産の増加により1.4％の増となりました。

一方、負債は固定負債、主に地方債などの増加により0.6％の増となりました。

　 その結果、資産の負債の差引である純資産は1.7％増加しています。

+
+ +

+  ④固定負債 +
 ⑤流動負債 △

 ①有形固定資産 +
 ②投資等 +
 ③流動資産 △ +

+

①有形固定資産は245億円（0.8％）の増

有形固定資産の総額は3兆1,614億円で、前年度に比較して245億円増加しました。

資産の増加要因である普通建設事業費（市町村への補助金及び事業費支弁人件費等を除く）

は1,181億円、減少要因の減価償却額は885億円となっています。

②投資等は322億円（21.7％）の増

投資等の総額は1,806億円で、前年度に比較して322億円増加しました。

伸び率が大きくなった要因は、国の経済対策等に伴い、雇用、医療、福祉などを目的とした基金

の積立てを行ったことなどによるもので、基金の残高は279億円の増となっています。

③流動資産は79億円（17.4％）の減

流動資産の総額は377億円で、前年度に比較して79億円減少しました。

　 減少率が大きくなった要因は、前年度未収金に計上していた諸収入（入札談合に伴う損害賠償

金等）が長期延滞債権に移行したことなどによるもので、未収金は69億円の減となっています。

④固定負債は121億円（1.6％）の増

固定負債の総額は7,504億円で、前年度に比較して121億円増加しました。

その主な要因は、臨時財政対策債等の発行に伴い地方債が200億円増加した一方で、職員の

退職効果によって退職手当引当金が70億円減少したことなどによるものです。

⑤流動負債は74億円（7.7％）の減

流動負債の総額は892億円で、前年度に比較して74億円減少しました。

その主な要因は、翌年度に償還予定の地方債が86億円減少した一方で、翌年度支払予定の

退職手当が11億円増加したことなどによるものです。

 2　前年度貸借対照表との比較

負  　債
47億円

245億円

資  　産

487億円

1.5%

0.6%

441億円

1.8%

121億円

74億円

322億円

79億円
純資産



 3  貸借対照表の分析

①社会資本形成の将来負担比率

　　社会資本形成の結果を表す公共資産に対する県債残高の割合を求めることで、これからの

　世代が負担する割合を見ることが出来ます。

　　この割合が高いほど、今後の世代が負担する割合が高いことになります。

　　沖縄県の場合、21％をこれからの世代が負担することになります。

　　一方、79％はこれまでの世代が負担してきたことになりますが、その多くは国庫支出金で賄

　われています。

　　社会資本の世代間負担の状況を図で示すと次のようになります。

　　なお、地方交付税の振替として発行され、後年度に元利償還金が地方交付税で措置される

　臨時財政対策債を除いた実質的な県債残高を用いて算定した場合、これからの世代が負担

  する割合は14.2％となります。

②流動比率

　　短期間に現金化することが可能な資産で、１年以内に返済が必要となる負債をどの程度賄う

　ことができるかという割合を示したもので、この割合が高いほど、当面の資金に余裕があること

　になります。

　平成20年度以降の比率には、作成方式の変更に伴う変動が生じているため、一律の経年比較

　は困難ですが、同一方式で算定した期間（H15～19、H20～21）における比率の推移は、何れも

低下傾向にあります。

　このことは、当面の負債に対する資金的な対応力が低下していることを示しています。

　なお、確実な収入を見込むことが困難な未収金を資産から除いた場合の流動比率は37.5％とな

ります。

流動比率の推移

※平成19年度までは旧総務省方式、平成20年度以降は総務省改訂モデルを基に算定。

47.2% 42.3%
H16 H19H17 H18 H20 H21

89.9%

億円

億円

378
893

42.3%

これまでの世代が負担した割合　 79%

14.6%

流 動 資 産 × 100
流 動 負 債

＝ ＝

公共資産合計

県 債 残 高

21.0%

＝ 21.0%

これからの世代

県税など が負担する割合

年度

流動比率

H15
84.4%96.1% 93.4%

× 100
3兆1,620億円

6,635億円

84.3%

＝

64.5%
国庫支出金



③借入依存度

　　資産に対する県債の割合を見ることで借入依存度がわかります。

　　前述のとおり一律の経年比較は困難ですが、同一方式で算定した期間における借入依存度

　は、概ね横ばいで推移しています。

　　また、地方交付税の振替として発行された臨時財政対策債を除いた実質的な県債残高を用

　いて算定した借入依存度は低下傾向にあります。

　　これは、将来の財政負担の軽減と財政の健全化を図る観点から、国の経済対策や地方財政

　対策等に基づく県債を除く通常債の発行抑制に努めてきたことなどによるものです。

借入依存度の推移

※平成19年度までは旧総務省方式、平成20年度以降は総務省改訂モデルを基に算定。

④資産老朽化比率（有形固定資産償却率）

　　資産の老朽度を表す比率で、比率が高いほど施設の老朽化が進んでいることを示します。

　　土地を除く有形固定資産の取得額に対する減価償却累計額の割合によって算定します。

　　前述のとおり一律の経年比較は困難ですが、同一方式で算定した期間における比率は、何

　れも上昇傾向にあります。

　　このことは、県が保有する資産全体として老朽化が進行していることを示しています。

資産老朽化比率の推移

※平成19年度までは旧総務省方式、平成20年度以降は総務省改訂モデルを基に算定。

＝
減価償却累計額

有形固定資産－土地＋減価償却累計 3兆7,590億円

1兆5,016億円

23.5% 23.5% 19.5%

49.0% 50.7% 38.5%
H19

39.9%
H18

償却率 43.8% 45.6% 47.3%
H20 H21

借入依存度 23.8% 23.5% 23.5%

H15 H16 H17

13.3%

H21

臨財債除く 21.0% 19.7% 18.9% 18.2% 17.8% 14.2%
19.6%

＝ 19.6%

100 ＝ 39.9%

資 産 合 計 × 100

年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20

億円3兆3,804
県 債 残 高

＝

×

年度

億円6,635



Ⅲ　行政コスト計算書

  1　行政コスト計算書の解説

沖縄県が行政サービスを提供するためには、様々な費用（コスト）がかかります。

この費用のうち、資産の形成に結びつかない経常的なサービスを提供するために必要となった

　　費用を経常行政コストといいます。

行政コスト計算書には、これらの経常行政コストを目的と性質に分類して表示しています。

また、サービスの対価として徴収する手数料や負担金などの収入については、経常収益として

　　計上します。

経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、特定の行政サービスの受益者

　　以外が負担するコスト、つまり税収などによって賄われるコストを表しています。

 1 人にかかるコスト

 2 物にかかるコスト

 3 移転支出的なコスト

 4 その他のコスト

平成21年度の純経常行政コストは、合計で4,675億円となっています。

県民一人あたりでは、33万円の純行政コストが税収等で賄われたことになります。

  経常行政コスト Ａ   経常行政コスト

人にかかるコスト 　  人にかかるコスト

物にかかるコスト  　 物にかかるコスト

移転支出的なコスト  　 移転支出的なコスト

その他のコスト  　 その他のコスト

  経常収益 Ｂ   経常収益

  純経常行政コスト Ａ－Ｂ   純経常行政コスト

131億円

159億円

4,675億円

1万円

1万円

33万円

4,834億円

1,884億円

1,225億円

1,595億円

教育

34万円

13万円

9万円

11万円

　　　福祉・・・

目的別の分類

総額

性質別の分類

生活インフラ
・国土保全

経常行政コスト Ａ

経　常　収　益 Ｂ

純経常行政コスト
Ａ－Ｂ

県民ひとり
あたりでは

給与･退職金など

物品の購入
施設の維持管理
減価償却など

社会保障給付
市町村への補助
など

支払利息
回収不能見込など サービスの対価として徴収する

手数料・負担金など

税収などによって賄われるコスト

沖縄県の行政コスト計算書



　① 経常行政コスト

 人にかかるコスト

人件費

退職手当引当金繰入等

賞与引当金繰入等

 物にかかるコスト

物件費

維持補修費

減価償却費

 移転支出的なコスト

社会保障給付

補助費等

他会計等への支出額

 その他にかかるコスト

支払利息

　(1) 人にかかるコスト

　　・人件費

職員に対する給料のほか、諸手当や共済費など給料に準じた費用を計上しています。

決算統計で普通建設事業費に区分される事業費支弁人件費も、人件費に含めて計上します。

　　・退職手当引当金繰入等

当年度に支給した退職手当のほか、当年度に発生した費用として、将来職員が退職する際に

　　支給する退職手当のうち、当年度に負担する額を計上しています。

これは、退職手当には給与の後払い的な性格があるため、手当の支給に要する費用は職員

　　の勤務期間にわたって発生しているとの考え方によるものです。

　　・賞与引当金繰入額

翌年度に支給する賞与（期末・勤勉手当）のうち、当年度分に相当する額を計上しています。

翌年度の6月に支給する賞与の対象期間には、今年度の4月が含まれることから、すでに相当

分の負担が発生しているとの考え方により、貸借対照表の賞与引当金と同額を計上しています。

職員の勤務期間 退職採用

1年目 2年目 ・・・・・・・・・・・・Ｎ年目

33.0%
21,617 4.5%
97,752 20.2%

退職手当のコスト発生イメージ

・・・・・・・

159,472

退職時の

退職手当
総　額

25.3%
6.6%

1,969 0.4%
88,574 18.3%

11,736 2.4%

33.7%

2.2%

単位：百万円

14,778 3.1%

構成比

10,615
122,462

31,919

12,828

項　　　　　目 コスト額

188,355
162,962

5.6%
2.7%

他団体等への
公共資産整備補助金等 27,275

13,110

483,399経常行政コスト計

39.0%

2.7%

100%

N年目に発生した
退職手当のコスト

 経常行政コストの構成割合

人にかかる
コスト

39.0%

物にかかる
コスト

25.3%

移転支出的
なコスト

33.0%

その他に
かかるコスト

2.7%



　(2) 物にかかるコスト

　　・物件費

職員の旅費、消耗品や備品の購入にかかる費用のほか、委託料などを計上しています。

　　・維持補修費

県有施設など資産の維持補修（機能の維持や原状回復等）にかかった費用を計上しています。

ただし、施設の増改築や延命化工事など、資産の価値、機能、効用、耐久性を向上する目的の

支出については費用から除き、資産が増加したものとして貸借対照表に計上しています。

　　・減価償却費

土地を除く固定資産について、耐用年数に応じた減価償却費を計上しています。

減価償却は資産取得の翌年度から開始します。また、減価償却費の算定方法は、資産の取得

価額を耐用年数で均等割した額を毎年度計上する定額法によります。

○主な固定資産の耐用年数

道路 48年 農業農村整備 20年 庁舎等 50年

橋りょう 60年 造林 25年 学校 50年

河川 49年 治山 30年 住宅 40年

港湾 49年 砂防 50年 公園 40年

空港 25年 漁港 50年

　(3) 移転支出的なコスト

　　・社会保障給付

法令等に規定された社会保障制度や、県独自の社会保障施策に基づく現金やサービスの給付

にかかった費用を計上しています。

 教  育  特別支援学校就学奨励費等

 福  祉  生活保護費、障害者医療費、児童扶養手当等

 環境衛生  精神医療費、特定疾患医療費等

　　・補助金等

市町村や法人などに対して、特定の目的のために交付した補助金・交付金等を計上します。

ただし、公共資産の整備を目的として支出した額、他会計への支出額及び債務保証又は損失

補償の履行を目的として支出した額を除きます。

分類別では福祉関係の額が多くなっていますが、これは後期高齢者医療費、高齢者介護給付

費及び国民健康保険等の負担金を市町村に交付したことなどによるものです。

　　・他会計等への支出額

県立病院や水道などの他会計に対して支出した額を計上しています。

ただし、他会計に対する貸付又は他会計からの借入を目的として支出した額、物やサービスの

対価として支出した使用料や委託料などを除きます。

分類別では、環境衛生関係の額が多くなっていますが、これは県立病院事業への繰出金を支

出したことなどによるものです。

主な内容

単位：百万円

構成比

合　　　計

分　　　類 金　額

231
17,585

3,800
100%21,617

1.1%
81.3%
17.6%



　　・他団体への公共資産整備補助金等

市町村や一部事務組合などの公共資産整備を目的として支出した補助金等を計上しています。

これは、他団体の資産形成に充てられた補助金等を、県の資産形成に結びつかないコストとし

て捉えることによるものです。

分類別では、産業振興関係の額が多くなっていますが、これは農山漁村における生産基盤等の

整備を目的とした補助金を市町村に交付したことなどによるものです。

 生活インフラ･国土保全

 教育

 福祉

 環境衛生

 産業振興

 警察

 総務

 その他

　(4) その他のコスト

　　・支払利息

県が発行した県債や証書借り入れ等による金銭債務にかかる支払利息の額を計上しています。

なお、金銭債務にかかる元金償還金は、負債として貸借対照表に計上しています。

　　・回収不能見込額

県が保有する債権について、新たに回収を見込むことが出来なくなった額を計上しています。

時効の完成などにより当年度に不納欠損を行った額に加え、過去5年間の不納欠損割合等に

基づく回収不能見込額を債権毎に求め、その当年度中の増減額を計上しています。

分類別では税等が大きな割合を占めていますが、これは主に県民税や自動車税等の不納欠

損処理を行ったことなどによるものです。

 税　等  県民税、自動車税、事業税等

 貸付金  小規模事業者貸付金等

 使用料・手数料 -
 その他  児童扶養手当返還金等

　　・その他行政コスト

経常行政コストのうち、他の項目に該当しない費用を計上しています。

主な費用としては、貸借対照表に計上した未払金及び長期未払金の、当年度中の増加額など

があります。

100%1,287合　　　計

主な内容

102.1%
0.1%
0.0%
-2.2%-28

分　　　類 金　額 構成比

0
1

27,275

10,042 0 518 10,560 7.7%

他団体公共
資産整備補助

合　計 構成比

単位：百万円

3,091 9,830

206 0

12,807 0 0

3,475
281
315

1,115

12,807
137,856

7,285
4,468

57,971
14,036

9.3%
100%

5.3%
3.2%

42.1%
10.2%

57,656 0

22.1%
0.1%

30,524
206

21,570
0

8,730 224

97,752 12,828

他会計
への支出

分　　　類

合　　　計

補助金等

1,035 2,775
4,187 0

単位：百万円

1,314



　② 経常収益

　(1) 使用料・手数料

県有施設及び行政財産などの使用料や、特定の人・団体などに提供した行政サービスの対価と

して受益者から徴収する手数料などを計上しています。

県が提供したサービスなどに対応する額が収益となるため、収入が未済のものも計上します。

そのため、当年度の収入額に不納欠損を行った額を加算し、さらに貸借対照表に計上した未収

金及び長期延滞債権にかかる当年度中の増減額を加減して計上しています

主なものとしては、県立学校授業料、県営住宅の家賃及び運転免許申請手数料などがあります。

　(2) 分担金・負担金・寄附金

分担金及び負担金は、特定の事業の費用を賄うために、事業によって利益を受ける受益者から

徴収した額を計上しています。主なものとしては、土地改良事業の農家負担金などがあります。

寄附金には、県が寄付者から無償で受け取った産業振興寄附金等の額を計上しています。

なお、計上額の算出方法については、使用料・手数料に準じています。

 2　前年度行政コスト計算書との比較

①経常行政コストは190億円（4.1％）の増

経常行政コストの総額は4,834億円で、前年度に比較して190億円増加しました。

人に関するコストの増は、退職効果等に伴う退職手当引当金繰入等の減によるものです。

物に関するコストの増は、全国高校総体の備品整備や、観光誘致対策等の増によるものです。

移転支出的なコストの増は、後期高齢者医療負担金や保育関連補助金等の増によるものです。

②経常収益は2億円（1.5％）の増

経常収益は159億円で、前年度に比較して2億円増加しました。

その主な要因は、運転免許申請手数料や全日制高等学校授業料等の増によるものです。

③純経常行政コストは187億円（4.2％）の増

以上の結果、税収などによって賄われる純経常行政コストは4,675億円となり、前年度に比較

して187億円増加しました。

 移転支出的なコスト

 人に関するコスト

 物に関するコスト

 ①－② 純経常行政コスト

平成21年度
Ａ

平成20年度
Ｂ

1,595億円

131億円

4,834億円

159億円

4,675億円

1,452億円

 その他のコスト

1,889億円

1,170億円

△ 6億円

55億円

増減率

 ② 　 経常収益

 ① 　 経常行政コスト計

4,488億円 187億円

143億円

△ 2億円

2億円

133億円

4,644億円

156億円

増減
Ａ－Ｂ

190億円

1,884億円

1,225億円

-1.7%

4.2%

1.5%

4.1%

9.8%
4.7%
-0.3%



 3　行政コスト計算書の分析

　（1）目的別経常行政コストの状況

目的別に分類した経常行政コストを分類別に見ると、最も大きな割合の「教育」が全体の約30％

 　を占め、次いで「福祉」、「産業振興」、「生活インフラ・国土保全」の順となっています。

単位：百万円

 生活インフラ･国土保全

 教育

 福祉

 環境衛生

 産業振興

 警察

 総務

 その他

　（2）性質別経常行政コストの状況

経常行政コストを性質別に分類すると、「教育」「警察」の80％以上を人件費が占めていることが

 　わかります。本県には離島の過小規模校などがあり、人にかかるコストが高くなる傾向があります。

「福祉」では、移転支出的なコストが90％以上を占めていますが、これは社会保障給付や高齢者

　 医療、国民健康保険などにかかる扶助費や負担金などの割合が高いことによるものです。

一方、「生活インフラ・国土保全」「産業振興」では物にかかるコストの割合が高くなっていますが、

　 これは土木関連のインフラ施設や農林水産関連の生産基盤施設等の公共資産にかかる減価償却

　 や維持補修などにかかるコストを計上していることによるものです。

　（3）コスト別経常行政コストの状況

分　　　類 金　額 構成比

5.2%
16.6%

146,265
80,370
24,899

63,747 13.2%
30.3%

合　　　計 483,399 100%

31,670
26,944

6.6%
5.6%

78,756
30,748

16.3%
6.4%

 警察

6.4%

 総務

6.6%

 教育

30.3%

 福祉

16.6%

 環境衛生

5.2%

 産業振興

16.3%

 生活インフラ･国土
保全

13.2%

 その他

5.6%

経常行政コスト

4,833億9,900万

5,792

50,669

7,285
126,814

14,751

4,699

2,961
1,854

75,556

4,422
2,642

17,836

9,973

38,172

30,524

25,017

5,525

12,442
8,669
10,560
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 物にかかるコスト

 人にかかるコスト

86.7%

79.5%
94.0%

48.5%
81.4%

71.6%

主なコストの割合％



経常行政コストをコストの種類別に分類すると、「人にかかるコスト」の70％近くを「教育」が占め、

　 次いで警察の占める割合が高くなっています。

「物にかかるコスト」では、資産の減価償却を多く計上する生活インフラ・国土保全と産業振興の

　 合計が、全体の70％以上の割合を占めています。

「移転支出的なコスト」では、扶助費や負担金などを支出する福祉の割合が高く、次いで農業生

　 産基盤整備にかかる補助金などを支出する産業振興の割合が高くなっています。

以上から、種類別の経常行政コストについても、性質別に分類したコストと概ね同様の傾向にあ

　 ることが分かります。

（4）目的別受益者負担の状況

経常行政コストと経常収益を対比することで、行政サービスの提供を受けたり、特定の事業など

　 によって利益を受けた受益者の負担によって賄われたコストの割合を見ることが出来ます。

県全体では､経常行政コストのうち3.3％を受益者が負担し､残る部分は税などによって賄われた

　 ことになります。

受益者負担の割合が比較的高いのは生活インフラ・国土保全で、これは県営住宅の家賃などの

　 収入によって、経常的な行政コストの一部が賄われたことを示しています。

また、警察関連のコストは運転免許の申請手数料などによって、教育関連のコストは県立学校の

　 授業料などの収入によって、その一定割合が賄われています。

沖縄県では、「受益者負担の原則」及び「負担の公平性」の観点から、使用料及び手数料の定期

　 的な見直しなどを通して、行政サービスに対する適正な収入の確保に努めています。

単位：百万円

30,74878,756

3.3%

1,527 175 0 15,860

483,399

1.4% 1.6% 5.0% 0.6% 0.0%
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Ⅳ　純資産変動計算書

  1　純資産変動計算書の解説

純資産変動計算書には、貸借対照表の純資産に計上された「公共資産等整備国補助金等」「公共資

　 産等整備一般財源等｣｢その他一般財源等｣｢資産評価差額｣の各内訳科目の変動状況が、要因別に表

　 示されています。

「公共資産等整備国補助金等」及び「公共資産等整備一般財源等」には、公共資産の整備などに充て

　 られた財源の額を計上します。

「資産評価差額」には、資産を時価評価したことによって生じた評価損又は評価益を計上します。

これらの内訳科目には、土地建物などの公共資産の財源や評価損益の額を計上していますが、これ

　 らは資産の売却などを行わない限り他の目的に使うことは出来ません。その意味で、これらは特定の資

　 産に拘束された財源として捉えることが出来ます。

一方、「その他一般財源等」には、純資産総額から上記の内訳科目を除いた額を計上しています。

拘束された財源とは異なり、行政サービスや県債の償還などの財源として、将来自由に使用できる財

　 源として捉えることが出来ます。

②

②

③

④

⑤

　① 期首・期末純資産残高

期首純資産残高は、前年度の貸借対照表に計上した純資産の残高を記載し、期末純資産残高に

　　は当年度の貸借対照表に計上した純資産の残高を計上しています。

期首と期末の間（当年度中）の純資産の変動状況は、②以降の項目に表示されます。

⑤

資産評価

差額

その他

一般財源等

公共資産等
整備

一般財源等

公共資産等
整備

国補助金等

 ④ 科目振替

 資産評価替えによる

 変動額

 ⑤ 無償受贈資産受入

 その他

 ① 期末純資産残高

 ① 期首純資産残高

純資産合計

 純経常行政コスト

 ② 一般財源

 補助金等受入

 ③ 臨時損益

② 純経常行政コスト
（行政コスト計算書の純経常行政コストを計上）

純資産の
変動要因

純資産の内訳科目

前年度の貸借対照表に計上した純資産残高

③ 臨時損益
（経常的でない損益を計上）

当年度の貸借対照表に計上した純資産残高

④ 科目振替
（内訳科目間の変動状況を表示）

⑤ その他
（資産評価額の増減などを計上）



　② 純経常行政コスト

行政コスト計算書で算出した純経常行政コストを計上しています。純経常行政コストは、純資産を

　 減少させる要因となるため、ここではマイナスの値として計上されています。

一方、純経常行政コストを賄った税などの財源は、一般財源および補助金等受入の項目にプラス

　 の値として計上されています。

その他一般財源の状況からは、純経常行政コストの半分近くが地方交付税で、1/4余りが地方税

　によって賄われたことがわか ります。

なお、純経常行政コストの額が財源の合計額を上回る不均衡が生じていますが、これは、純経常

　 行政コスト中の減価償却費に、国補助金等を財源とした部分が含まれることなどによるものです。

　 （減価償却費については④科目振替の項を参照）

○その他一般財源等の状況

　行政コスト計算書より

 地方税  県民税、事業税、自動車税など

 地方交付税  普通交付税、特別交付税

 その他行政コスト充当財源  地方譲与税、繰入金、諸収入など

 補助金等受入  教育､福祉関係国庫負担金・補助金など

　純経常行政コストと財源の差引

　③ 臨時損益

純資産を変動させる損益のうち経常的でないものを、要因別に計上します。

主な減少要因である災害復旧事業に要した経費をマイナスの値として計上しています。

 また、貸借対照表に計上した投資及び出資金にかかる投資損失や、損失補償等引当金繰入等は、

　 前年度からの増減額を、増加した項目はマイナス、減少した項目はプラスの値として計上しています。

○その他一般財源等の状況

 災害復旧事業費  土木・農林水産施設の災害復旧費など

 公共資産除売却損益  資産の取り壊し又は売却等に伴う損益

 投資損失  出資法人にかかる投資損失引当など

 損失補償履行確定額  該当なし

 損失補償等引当金繰入等  信用保証及び損失補償に係る引当など

　④ 科目振替

純資産の総額の変動を伴わない純資産の内訳科目間の増減を表示します。

この項目は、純資産の内部において、財源がどのような要因によって拘束され、または自由に使用

　 できるようになったのかを表しています。

主な内訳

差　　引

小　　計

△ 67,147 ―

100%

5.8%23,374
82,778

400,392
20.7%

104,305
189,935

―

財源内訳 計上額

構成比

26.1%
47.4%

単位：百万円
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679

△ 457
1

0
302
524

計上額財源内訳

 純経常行政コスト △ 467,539
単位：百万円

主な内訳



　(1) 公共資産関係

公共資産整備への財源投入では、公共資産の整備に充てられた一般財源の額について、その他

　 一般財源等から公共資産等整備一般財源等への振り替えを行います。

　  このことは、自由に使用できる財源が、公共資産の財源として拘束されたことを意味します。

一方、公共資産処分による財源増は、これまで公共資産の財源として拘束されていた国補助金、

　 一般財源及び資産評価差額が、自由に使用できる財源に振り替わったことを意味しています。

　(2) 貸付金・出資金等関係

貸付金・出資金等への財源投入では、貸付金や出資金などの財源に充てられた一般財源の額を、

　 その他一般財源等から公共資産等整備一般財源等に振り替えを行います。

　  このことは、自由に使用できる財源が、貸付金などの財源として拘束されたことを意味します。

一方、貸付金・出資金等の回収による財源増は、貸付金や出資金などが回収されたことによって、

　 これまで拘束されていた財源が自由に使用できる財源に振り替わったことを意味しています。

　(3) 減価償却による財源増

公共資産にかかる減価償却費は、純資産の減少要因となる純経常行政コストとして、純資産変動

　 計算書のその他一般財源等の科目にマイナスの数値が計上されています。

しかし、減価償却に伴い実際に減少する内訳科目は、公共資産の財源として拘束されている財源

　 と考えられることから、償却資産の財源に応じて、公共資産等整備一般財源等、公共資産等整備国

　 補助金等、資産評価差額の各内訳科目から、その他一般財源等への振り替えを行います。

結果として、その他一般財源等の増減は相殺され、資産の財源が減少することになります。

　(4) 地方債償還等に伴う財源振替

地方債の償還は、実質的に公共資産整備にかかった経費の後払いとして捉えることができます。

償還の財源に充てられた一般財源等は、資産の財源として新たに拘束されたものとして、その他

　 一般財源等から公共資産等整備一般財源等に振り替えを行います。

＋ △

△ △
＋ △

＋ △

△
△

＋ △

△
△

＋ △

＋ △

 科目振替

公共資産整備への財源
投入

公共資産処分による財源
増

貸付金・出資金等への財
源投入

資産評価
差額

科目振替額計 △ 56,772 23,773 33,000 0

減価償却による財源増

地方債償還等に伴う財源
振替

貸付金・出資金等の回収
等による財源増

公共資産等
整備

国補助金等

公共資産等
整備

一般財源等

その他
一般財源等

単位：百万円
内訳科目間の財源振り替えイメージ



科目振替全体では、公共資産等整備国補助金等が減少した一方で、公共資産等整備一般財源等

　 及びその他一般財源等は増加しました。

その主な要因は、減価償却や貸付金・出資金等の回収等に伴い、これまで拘束されていた資産等

　 の財源をその他一般財源等に振り替えたことや、地方債の償還に充てられたその他一般財源等を、

　 公共資産等整備一般財源等に振り替えたことなどによるものです。

　⑤ その他

資産評価差額として､貸借対照表に計上した売却可能資産等の時価評価によって生じた資産の増

　 減額を計上します。

また、寄附などによって県が無償で取得した資産などを、無償受贈資産受入として計上しています。

  2　純資産の変動要因

純資産の変動状況の概要は、以下のように整理することが出来ます。

期首と期末の純資産残高の差額は純資産総額の増減を示し、当年度中に純資産が増加したこと

　 を表しています。

内訳科目別に見ると､公共資産等整備国補助金等が増加していますが、これは公共資産の整備

　 に伴う補助金等の受入による増が、減価償却など科目振替による減を上回ったことによるものです。

また、公共資産等整備一般財源等も増加していますが、これは科目振替において､公共資産の整

　 備及び地方債の償還等による増が、減価償却等による減を上回ったことによるものです。

一方、その他一般財源等は減少しました。これは、純経常行政コストを賄った税等の財源不足な

　 どによる減が、科目振替などによる増を上回ったことによるものです。

 期首純資産残高

 純経常行政コスト

 一般財源

 補助金等受入

 臨時損益

 科目振替

 その他

 期末純資産残高

2,496,658

公共資産等
整備

国補助金等

△ 467,539

純資産合計

1,984,858
－

－

110,015

44,056

2,038,101

53,243

資産評価
差額

－

△ 56,772
0

847,353 △ 337,459
△ 467,539

192,793
524

－

2,540,714
663

1,906
－

317,614
－

公共資産等
整備

一般財源等

その他
一般財源等

－ 317,614 －

単位：百万円

0 993 △ 329

－

－ 524 －

－ 82,778

 純資産総額の増減 △ 32,631 △ 329

23,773 33,000 0

871,126 △ 370,090 1,577

23,773



Ⅳ　資金収支計算書

  1　資金収支計算書の解説

資金収支計算書は、行政活動に伴う資金の流れを「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」

　 「投資・財務的収支の部」の３つの分野に区分して表した書類です。

資金の流れは、各分野の支出、収入及び収支として表され、それぞれの収支は相互に補完し合う

　 関係にあります。公共資産整備収支及び投資・財務的収支の赤字の一部は、経常的収支の黒字に

　 よって補てんされ、赤字の残り部分は歳計現金残高の減として表されています。

①　経常的収支の部

②　公共資産整備収支の部

③　投資・財務的収支の部

 当年度歳計現金増減額

 期首歳計現金残高

 期末歳計現金残高

支出合計 収入合計623,994 622,815

経常的収支額

141,258

119,348

△ 21,910

116,960

51,871

公共資産整備収支額

投資・財務的収支額

△ 1,179
10,878

△ 65,089

9,699

単位：百万円
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収入
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①②③の収支額合計が
当年度歳計現金増減額
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投資・財務的な行政活動
にかかる資金の流れを表示

公共資産の整備を目的とした行政活動
にかかる資金の流れを表示

経常的な行政活動
にかかる資金の流れを表示



　① 経常的収支の部

経常的な行政活動にかかる資金の流れとして、公共資産整備収支及び投資・財務的収支に含ま

　 れない資金収支を計上しています。

支出には、人件費（事業費支弁人件費を含む）、物件費、社会保障給付、公共資産整備を目的と

　 しない補助金等などを計上し、人件費や補助金等の占める割合が高くなっています。

収入には、地方税、地方交付税、公共資産整備を目的としない国補助金等、地方債発行額、基金

　 取崩額などを計上し、地方交付税や地方税などの占める割合が高くなっています。

支出から収入を差し引いた経常的収支は、約858億円の黒字となっています。

 経常的支出  経常的収入

　② 公共資産整備収支の部

公共資産整備に伴う支出と、支出に充当した特定財源を計上しています。

支出には、県が主体となって行った公共資産整備にかかる支出と、公共資産の整備を目的として

　 市町村などに支出した補助金等を計上しており、全体の80％が県主体による支出となっています。

収入には、公共資産整備の財源となった国補助金や地方債発行額などを計上し、83％が国補助

　 金等で賄われています。

なお、支出から収入を差し引いた経常的収支は約219億円の赤字となっていますが、この収入の

　 不足は経常的収支の部の黒字によって補われています。

　公共資産整備支出 　公共資産整備収入 119,348141,258

365,776 451,596

人件費
194,001

物件費
31,919

社会保障給付
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補助金等
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その他
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経常的収支の状況

公共資産整備収支の状況



　③ 投資・財務的収支の部

投資・財務的な行政活動に伴う支出と、支出に充当した特定財源を計上しています。

支出には、地方債償還額、投資及び出資金、貸付金、基金積立金などを計上しており、全体の50
　 ％が地方債償還額、33％が基金積立金となっています。

収入には、投資・財務的活動の財源となった国補助金や地方債発行額などを計上し、全体の63％

　 が国補助金等で、28％が貸付金回収額で賄われています。

なお、支出から収入を差し引いた経常的収支は約650億円の赤字となっていますが、この収入の

　 不足は、経常的収支の部の黒字によって補われています。

　投資・財務的支出 　投資・財務的収入

  2　資金収支計算書を活用した分析

　① 地方債の償還可能年数

今後返済しなければならない県債残高と、経常的に確保できる経常的収支額（一般財源等）を比

　 較することで、県債の償還能力を測ることが出来ます。

なお、算定に使用する県債残高は、地方交付税の振替として発行され、後年度に元利償還金が

　 地方交付税で措置される臨時財政対策債を除く実質的な県債残高としています。

また、経常的収支額からは、経常的な収入を見込むことが難しい基金取崩額と、県債発行による

　 収入の額を控除します。

以下の算式から、県債の全てを経常的に確保できる財源を用いて返済した場合､17年もの期間を

　 要することがわかります。

償還可能年数は短いほど望ましいことから、県債発行の抑制と併せて経常的行政コスト等の圧縮

　 による収支の改善に努める必要があります。

＝ 17.0年

51,871116,960

県 債 残 高
経常的収支額（地方債及び基金取崩しによる収入を除く）
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0

20,000

40,000
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投資・財務的収支の状況



　② プライマリーバランス（基礎的財政収支）

プライマリーバランス（基礎的財政収支）とは、県債及び財政調整基金関連の歳入・歳出を除いた

　 財政収支のことで、財政バランスの持続性を測る指標として位置づけられています。

金利と経済成長率が一致していると仮定すると、プライマリーバランスがゼロの場合、現世代の受

　 益と負担が均衡していることになります。

しかし、近年は経済成長率がマイナスで推移し、長期金利が経済成長率を上回っているため、こ

　 のような状況において財政バランスの均衡を保つためには、プライマリーバランスが黒字となる必要

　 がありますが、当年度における沖縄県のプライマリーバランスは7億円余の赤字となっています。

なお、国全体でみたプライマリーバランスも赤字となっており、このことは国内総生産（GDP）に 対
　 する借金の比率が増加していることを表しています。

 収入総額（繰越金除く） - 県債発行額 - 財政調整基金及び減債基金取崩額

　- 支出総額 + 地方債元利償還額 + 財政調整基金及び減債基金の積立額

＝

Ⅵまとめ

沖縄県の公共資産は、その80％近くがこれまでの世代の負担で形成され、その多くが国庫支出

　 金によって賄われてきました。

これは、沖縄振興特別措置法（旧：沖縄振興開発特別措置法）に基づく高率補助によって、本土

　 復帰まで立ち後れていた社会資本整備を重点的に推進してきたことによるものです。

その一方で、資産全体としての減価償却率が約40％に達するなど、資産の老朽化が進みつつあ

　 ります。社会資本等の更新や維持補修などにかかる経費は､県債のような確定した負債ではありま

　 せんが、将来の世代に負担を生じる要素として捉える必要があります。

また､負債として計上される県債残高は年々増加していますが､臨時財政対策債を除いた実質的

　 な県債残高は減少傾向にあり、実質的な借入依存度も低下しつつあります。

沖縄県では､将来の財政負担の軽減を図る観点から､大規模なハコ物整備を抑制するとともに、

　 国の経済対策や地方財政対策等に基づく地方債を除く通常債の発行抑制に努めています。

しかし、県債の全てを経常的に確保できる財源で返済した場合、17年もの期間を要する状況に

　 あります。また、当面の負債への資金的な対応力を示す流動比率が低下傾向にあるほか､当年度

　 のプライマリーバランスも赤字となるなど、なお収支の改善を必要とする状況にあります。

このような状況をふまえ、沖縄県では「新沖縄県行財政改革プラン」に基づき､財政の効率化､健

　 全化に向けた取り組みを進めています。

歳出に関しては、県が行っている事業について、そもそも必要かどうか､必要ならばどこがやるべ

　 きか（官か民か、国か地方か）、改善の必要性は無いかなど、県民の視点で徹底的な見直しを行い、

　 限られた収入をより効果的に活用することで、県民のニーズに対応していきます。

また、収入に関しては、産業の振興などを通して税収を増やすことや、使用料及び手数料の見直

　 し、未収金の解消などに努めています。さらには、新しい税の創設や、県が所有する施設の命名権

　 （ネーミングライツ）の導入など、新たな自主財源の確保に取り組むこととしています。

△ 7.2億円
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